
 

 

 

貸   借   対   照   表 

（２０２２年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科     目 金 額 科     目 金 額 

     (資 産 の 部) 

 

 流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

リ ー ス 投 資 資 産 

営 業 貸 付 金 

営 業 未 収 金 

商 品 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

    建 設 仮 勘 定 

    そ の 他 

 

 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定

そ の 他 

 

 

投資その他の資産 

関 係 会 社 株 式 

投 資 有 価 証 券        

差 入 保 証 金 ・ 敷 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

    

 

 

37,035,192 

1,207,051 

5,275 

3,542,482 

19,196,007 

2,973,489 

796,408 

990,312 

5,289,964 

3,055,564 

△21,362 

 

 

2,598,513 

276,645 

171,292 

99,557 

5,795 

0 

 

 

605,341 

167,315 

416,932 

19,850 

1,243 

 

 

1,716,527 

143,620 

1,372,405 

121,658 

64,990 

19,853 

△6,000 

 

     (負 債 の 部) 

 

 流 動 負 債 

買 掛 金 

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等       

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

 

 固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 未 払 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の 他 

 

負 債 合 計 

 

(純 資 産 の 部) 

 

 株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その 他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

 

純 資 産 合 計 

 

 

 

13,570,467 

4,303,894 

1,092,683 

5,459,778 

1,021,350 

114,478 

75,567 

27,545 

171,076 

1,304,094 

 

12,076,481 

1,429,366 

4,949 

9,818,427 

17,992 

804,818 

926 

 

25,646,949 

 

 

 

13,159,587 

560,000 

12,599,587 

98,889 

12,500,697 

1,564,582 

10,936,115 

 

827,169 

827,231 

△61 

 

13,986,756 

 

  資  産  合  計 39,633,706       負債 ・ 純資産合計 39,633,706 

 

 

 

 



 

 

 

損   益   計   算   書 

自 ２０２１年  ４月 １日 

至 ２０２２年  ３月３１日 

       （単位：千円） 

科          目 金       額 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

 

 

16,542,516 

10,255,420 

6,287,096 

5,470,329 

816,766 

 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

そ の 他 

経 常 利 益 

 

 

 

163,386 

8,229 

 

1,509 

12,553 

1,668 

 

        

 

 

 

171,615 

 

 

 

15,731 

972,650 

 

 

特 別 損 失       

固 定 資 産 除 却 損 

固 定 資 産 撤 去 費 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 

減 損 損 失 

そ の 他 

 

 

 

4,651 

206 

109,147 

7,143 

7,489      

 

 

 

 

 

 

128,638 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 ･ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

             

 

283,050 

△8,869 

             

  844,012 

 

274,180 

569,831 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（個別注記表） 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法によっております。 

② その他有価証券 

       市場価格のない株式等以外のもの 

                   期末日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）。 

       市場価格のない株式等 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

   (2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

   (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定)によっております。 

 

２  固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有 形 固 定 資 産     定率法によっております。 

    （リース資産を除く）      ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4月1日

以降に取得した建物附属設備については定額法によっており

ます。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

   (2) 無 形 固 定 資 産     定額法によっております。 

（リース資産を除く）     ただし、ソフトウェア（自社利用分）は、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

               のれんは、その効力の及ぶ期間（7 年）に基づく定額法によ

っております。 

   (3) リ ー ス 資 産     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 

３  引当金の計上基準 

   (1) 貸 倒 引 当 金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   (2) 賞 与 引 当 金     従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上

しております。 

   (3) 退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務（簡便法による見込額）に基づいて、当期末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

 

４  収益及び費用の計上基準 

   当社は主に商品の販売事業、リース事業、JR資材調達事業を行っております。これらの事業から

生じる収益は、主として顧客との契約に従い計上しており、取引価格は顧客との契約による対価で

算定しております。当社が代理人として取引を行っている商品の販売事業では、取引価格を、顧客

から受け取る対価の額から実際に商品やサービスを提供する他の事業者に支払う額を控除した純

額により算定しております。 



 

 

   各事業における主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下となります。 

(1) 商品販売に係る収益 

       商品の販売に係る収益は、主に卸売、小売を通じた商品の販売であり、顧客との販売契約に

基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。これらの取引は、商品の引渡時点で顧客

が商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、当該時点で収益を

認識しております。また、契約開始時において顧客が支払う時点と財又はサービスを顧客に移

転する時点との間が 1年以内と見込まれることから重要な金融要素は含んでおりません。 

   

(2) サービスに係る収益 

サービスに係る収益は、主にリース事業、JR資材調達事業に関する収入が含まれております。

リース事業に係る収益は、リース取引に関する会計基準に基づき、収益を認識しております。

JR 資材調達事業に関する収益は、顧客が求める資材の調達作業を提供する義務を負っており、

履行義務が主に時の経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間に

わたって認識しております。 

 

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   (1) ヘッジ会計の方法      繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を 

満たしている為替予約については振当処理によっております。 

   (2) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

  １ 有形固定資産の減価償却累計額         343,193 千円 

     減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。 

  ２ 関係会社に対する短期金銭債権        1,130,944 千円 

            短期金銭債務         257,003 千円 

 

 

Ⅲ 税効果会計に関する注記 

    繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金及び賞与引当金等であり、繰延税金負債の

発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。 

 

 

 Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記 

   １  親会社及び法人主要株主等 

                                          (単位：千円) 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内 容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社 東日本旅客 

鉄道㈱ 

被所有 

直接 100% 

物品の販売 

 

 

 

 

ﾘｰｽ取引 

 

事務用品、

車両部品等 

資金取引額 

手数料受取

額 

受取ﾘｰｽ料 

(注)3､4 

612,356 

 

2,180,567 

374,100 

 

1,452,753 

 

売掛金 

営業未 

収金 

 

 

－ 

 

774,277 

344,104 

 

 

 

－ 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

    （注）1 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の 

上で決定しております。 

       2 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

       3 転リースについては、損益計算書では差益分のみを計上しております。 

       4 未経過受取リース料は、3,175,204 千円であります。 

 



 

 

２  兄弟会社等 

                                          (単位：千円) 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内 容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社の

子会社 

㈱JR東日本 

ｸﾛｽｽﾃｰｼｮﾝ 

なし 物品の販売 

 

 

 

 

機器等のﾘｰ

ｽ取引 

酒類の販売

等 

資金取引額 

手数料受取

額 

受取ﾘｰｽ料 

(注)3､4 

2,664,263 

 

752,408 

50,084 

 

1,019,379 

売掛金 

 

 

 

 

－ 

438,740 

 

 

 

 

－ 

親会社の

子会社 

㈱総合車両 

製作所 

なし 物品の販売 

 

 

車両部品等 

資金取引額 

手数料受取

額 

－ 

3,934,027 

106,515 

売掛金 566,796 

親会社の

子会社 

㈱JR東日本 

情報ｼｽﾃﾑ 

なし 機器等のﾘｰ

ｽ取引 

受取ﾘｰｽ料 

(注)3､5 

3,993,463 － － 

親会社の

子会社 

JR 東日本ｽ 

ﾎﾟｰﾂ㈱ 

なし 機器等のﾘｰ

ｽ取引 

受取ﾘｰｽ料 

(注)3､6 

314,135 － － 

親会社の

子会社 

JR 東日本ｴﾈ 

ﾙｷﾞｰ開発㈱ 

なし 機器等のﾘｰ

ｽ取引 

受取ﾘｰｽ料 

(注)3､7 

78,214 － － 

    取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の 

上で決定しております。 

       2 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

       3 転リースについては、損益計算書では差益分のみを計上しております。 

4 未経過受取リース料は、2,758,453 千円であります。 

5 未経過受取リース料は、8,516,425 千円であります。 

       6 未経過受取リース料は、1,051,025 千円であります。 

7 未経過受取リース料は、1,243,237 千円であります。 

 

 

Ⅴ １株当たりの情報に関する注記 

１株当たりの純資産額           34,147 円 36 銭 

  １株当たりの当期純利益             1,391 円 19 銭 

 

 

Ⅵ 重要な後発事象に関する注記 

    該当する事項はありません。 

 

 


